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日本では小泉政権以降、「官から民へ」を合言葉

にさまざまな規制改革が行われていますが、イギリ

スではすでに20年前のサッチャー政権下から行われ

ています。当時、イギリス経済が非常に低迷し、

「小さな政府」「官から民へ」を大胆に押し進めてき

たのです。それがある程度成功してイギリス経済が

持ち直したともいわれておりますが、一方で「コス

トは下がったがサービスの質は低下した面もある」

と指摘されます。その後、労働党のブレア政権下で

少し反動が起こり、単にコストを削減するだけでは

なく、官と民とがパートナーシップをとり、効率化

はもちろん質の担保も図ろうという「PPP」（Public

Private Partnership）が展開されています。

イギリスでは、すでに公共サービスのかなりの部

分を民間が担っています。例えば、公立の小・中学

校であるパブリックスクールも民間企業が運営し、

それを地域住民がしっかり監視し運営しています。

「軍事と本当の意味での政策立案以外はほとんど民

間が担える」とさえ言われています。

また、こうした流れはイギリスのみならず、フラ

ンスやドイツでも起きています。フランスでは上下

水道のほとんどを民間企業が運営し、ドイツでは、

日本で郵政民営化が話題になるずっと前から、通

信・郵便事業をドイツテレコム・ポストなどの民間

企業が運営しています。アメリカでも州ごとにさま

ざまな業務が民間で行われており、民営化はすでに

世界の潮流だったといえます。

小泉政権の最初の「骨太の方針」では、「民間で

できることはできるだけ民間に委ねる」という大方

針が出され、国の外郭団体等の独立行政法人化、郵

政や道路公団の民営化、PFIなどさまざまな制度改

革が行われましたが、これらはイギリスをまねたも

のです。そして、その一つとして「指定管理者制度」

が2003年にできました。さらに、2006年5月の通常

国会では「競争の導入による公共サービスの改革に

関する法律」が成立し、「市場化テスト」（官民競争

入札）が導入されました。これは、国や地方自治体

2003年6月13日に、「指定管理者制度の導入に係る

地方自治法の一部を改正する法律」が交付され、同

年9月2日に施行されました。そして、自治体はこの

日より3年以内に公の施設の管理に関する条例を改

正し、指定管理者制度に移行しなければならないと

されました。

これまで公の施設の運営は、自治体や財団法人・

社団法人、公共的団体などに限定されていましたが、

指定管理者制度では民間企業やNPO法人等の民間

法人にも門戸を開き、公的施設の管理運営を可能に

したわけです。そして、公的施設の中には、保育所

や母子生活支援施設、デイサービスなどの社会福祉

施設も多く該当しており、すでに指定管理者制度に

より運営されている事例もたくさんあります。

指定管理者制度を導入した背景には、経済財政諮

問会議や規制改革民間開放推進会議、地方分権推進

など社会の動きが大きく影響したといえます。国は

財政の赤字解消と健全化のため「小さな政府」を目

標とし、「国から地方へ」とさまざまな権限を自治

体に委譲する方向を示しました。それと同時に、権

限を委譲された自治体では財政負担が次第に大きく

なり、民間でやれることは民間に委ねるという「官

から民へ」の取り組みや、行政の効率化・スリム化

で「小さな自治体」をめざすことが避けられなくな

っています。

指定管理者制度による公的施設の運営は今後、加

速度的に広がる可能性を秘めています。理由の1つ

は、従来は自治体業務を代行したくてもできなかっ

た法人が、この制度のお墨付きを得ることができる

こと。2つ目は、議会の承認さえ得れば民間企業も

含めて委託できること。3つ目には、管理コスト縮

減や組織のスリム化に結びつき、自治体の財政健全

化に向けて期待が持てるということです。

ある学者は、現在の官製市場の規模は、例えば上

下水道では3兆3,000億円、廃棄物処理では2兆2,000億

円、公立病院では4兆2,000億円、福祉関係では3兆

8,000億円と試算しています。民営化や民間委託がす

べて正しいか否かはともかくとして、公の施設が高

コスト構造を生み、そこに巨額の税金が流れていた

事実は改めて認識する必要があるのかもしれません。

ただし、指定管理者制度にはさまざまな問題点も

指摘されています。例えば、「コストを意識するあ

まりにサービスの質に目が向かない」「これまでの

行政のつけを単純に民間の事業者に振ってしまって

いる」などというものです。

単純にコスト削減や行政のスリム化だけを目的と

するのではなく、これからの公共サービスの一つの

手法として、行政だけでなく私たちの意思も反映さ

せながらこの制度をどう活用していくかが大切でし

ょう。また、この制度は時間をかけずにできたため

成熟された仕組みとはいえない面もあり、私たちの

手でより良いものに仕上げていくというのも一つの

選択肢だと考えます。

制度導入の背景と経緯

私たち三菱総合研究所では、企業やNPOなど約50

社・団体からなる「パブリックビジネス研究会」を

設け、「官から民へ」の流れや指定管理者制度によ

りどのようなビジネスが展開できるか等を研究し、

そこで出た課題を自治体などに提言してきました。
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H.C.R.2006
ふくしのスキルアップ専門職講座報告
H.C.R.2006では、福祉・介護職のスキルアップを図るため、多彩な専門職講座を開催いたしました。

保健福祉広報協会ではその内容を順次H.C.R.ニュースに掲載しております。

今回は「社会福祉施設と指定管理者制度」です。

社会福祉施設と指定管理者制度
2006年9月28日（木）

2003年に創設された指定管理者制度は、母子生活支援施設、在宅介護支

援センターなど多くの社会福祉施設でも導入されています。得てして

地方公共団体の財政健全化の一環としてコストの抑制が優先し、サー

ビスの質の確保が課題との指摘もあります。本講座では、指定管理者

制度の調査結果や、事例をもとに、そのあり方や今後の対応課題につ

いて協議しました。
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の本来業務である公共サービスについても官と民と

で競争させ、サービスをより良く効率的にできる側に

委ねるという制度で、同年7月より施行されました。

また、地方でも財政が非常に厳しい状況にあるた

め、総務省は2005年、各自治体に対して「集中改革

プラン」を作らせ、数値目標に基づく財政コスト削

減計画を提出させています。その中では、職員の定

員管理の削減、第3セクターの見直し、指定管理者

制度の活用による民間推進もうたっており、各自治

体は今後10年間でどれだけコストを削減していくか、

そのためにどのような手法を用いるかを明示し、実

行していきます。

指定管理者制度の概要

さて、「指定管理者制度」は、2003年6月の地方自

治法の一部改正により、従来の「管理委託制度」に

代わって創設されたものです。それまで公共施設の

運営を委託できるのは、①自治体や土地改良区など、

②自治体が2分の1以上出資する法人（財団法人や社

団法人等）、③公共的団体（農協や生協、自治会等）

とされていましたが、この制度により民間企業や

NPOなどにも委託できるようになりました。

さらに、いままでは特定の1団体に競争なしで委

託する形でしたが、今回の制度では原則として事業

者を公募し、選定委員会で決定するよう求めている

のが特徴です。つまり、競争原理を導入して、コス

ト削減だけではなく良いサービスができるところを

選ぶということにしたのです。

また、従来は委託事業者には公共施設の利用料や

サービス内容を決める権限はなく、利用料収入も自

治体のものとなったのですが、今回はそうした管理

権限が認められ、利用料も事業者収入として収受で

きるようになり、その収入で効率よい運営を図れる

ようになりました。

なお、既存のPFI（Private Finance Initiative）と

の違いを比較すると、PFIは新しい公共施設の設

計・施工から運営まですべてを民間事業者に委託す

る仕組みであるのに対して、指定管理者制度は既存

の施設において運営だけを委託する仕組みだという

ことです。

また、PFIは初期投資を非常に必要とするので委

託期間も長く設定されますが、指定管理者は初期費

用がかからないので比較的短期間に設定されます。

そのようなこともあって、PFIの委託事業者の多く

はスーパーゼネコンや商社など大企業ですが、指定

管理者制度では事業の運営ノウハウを持つ事業者で

あれば、幅広く参入できると期待されます。

なお、PFIを実施するところは毎年50件ほどで、

現在までに約200件しか展開されていません。一方、

指定管理者制度は既存の施設を使って行う仕組みで

あり、しかも制度施行後3年以内に実施するように

と国が自治体に求めているので、実施が広がってい

くと見られます。

指定管理者を選ぶまでの手順は、まず自治体が指

定管理者を公募する条件を検討をし、議会で条例の

改革・制定をします。この際に議会は、施設の料金

や利用条件、指定管理者の選び方などを審議し、条
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例の中に盛り込みます。そして自治体は、選定方法

を公募としたのであれば公募に踏み切り、審査して

一番良いと思われる事業者を選びます。その後、自

治体と事業者で仮協定を結び、条件を調整。それを

もう一度議会に諮り、予算措置をとると同時に事業

者指定の承認を議会から得ます。こうして本協定を

結び、委託運営が始まるのです（資料①）。

指定管理者制度の市場規模

現在、全国の公共施設数は約40万件あり、その管

理運営に各自治体がかける経費の年間総額は約10兆

円ともいわれています。そのうち2割ぐらいを民間

事業者が運営すると想定すれば、指定管理者制度に

よる市場規模は約2兆円と推計できます。

私たちパブリックビジネス研究会の調査（2005年

12月）によると、全国で選定された指定管理者は、

財団等公益法人といわれる外郭団体が48.9％、次い

で民間の株式会社が14.1％、NPO等が2.6％と続き、

従来の外郭団体が多くを占めています（資料②）。

総務省は原則として公募で事業者を選定するよう自

治体に通知していますが、実際は公募せずに事業者

を特定して決めたケース（特命）が64％を占め、公

募は約35％にとどまります。しかし、都道府県や政

令指定都市など大きな自治体では公募をしたケース

が上回っています（資料③）。なお、公募しても、

外郭団体と民間企業が競争した結果、外郭団体が選

ばれたというケースがかなり多くなっているようです。

今後の選定方法については「わからない」「特命

のままでいく」というところも多いのですが、指定

管理者制度が広がり、サービスの効率化や質向上が

図れたなどの評価が高まれば、公募による指定管理

者も増えてくるのではないでしょうか。

なお、施設の種類で比較すると、多いのは宿泊施

設やスポーツ施設、ホール・公会堂などで、次いで

福祉系施設などとなっています。ほかに同様のサー

ビスを行う事業者がある施設が対象になりやすいと

いえます（資料④）。

資料①

資料②

資料③

資料④

指定管理者制度の意向

パブリックビジネス研究会の調査によると、指定

管理者制度により自治体が民間事業者やNPOに一

番期待することは「財政支出の削減」（90.5％）です。

また、それに匹敵して「サービス水準の向上」も

86.5％と高く、この制度の大きな特徴だといえます。

一方で、懸念することで最も多いのは、「事業収

支の悪化による指定管理者の破たん・撤退」（52.1％）。

公共サービスだから、途中でストップするようなこ

とは許されません。次に多いのが、「指定管理者が

提供するサービス水準を監視するシステムがないこ

と」で38.6％。最近、指定管理者による事故等も起

きており、サービスの継続と質をどう担保するかが

自治体側にとって大きな課題です。

自治体によって、指定管理者制度に対する姿勢は

かなり違います。横浜市は、財政コストの削減・ス

リム化に積極的で、「民間にできるものは民間に任

せる」という方針です。横浜市に公の施設は750件

もありますが、指定管理者に任せたほうが良いか否

かをすべての施設で点検し、コスト・サービス面で

メリットのある場合は積極的に民間事業者に任せて

いくと指針を出しています。ただし選定の際は、市

場の状況や、管理者の安全性・継続性の確保、費用

対効果などにも留意すべきだとも述べています。ま

た、公立病院も指定管理者に運営させていくとし、

その場合の受託期間は20～30年と、一般的な施設の

受託期間の3～5年よりも長く設定しています。こう

して、横浜市ではかなりの施設が公募に至りました。

パブリックビジネス研究会の提言

指定管理者制度は行政のコスト削減や民間のビジ

ネスチャンスにつながるといわれていますが、一番

忘れてはならないのは、やはり住民に対するサービ

スをより良く提供していくことです。だからこそ競

争原理を導入して低コストで良質なサービスを提供

するところを選ぶ、その結果民間事業者にはビジネ
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いよう十分話し合い、委託条件や業務内容、官民の

リスク分担も含め、必要なものはすべて協定を結ん

でおくことが必要です。改修や修繕が必要な施設に

ついては、契約期間が長くないと民間にとっては採

算が合わなくなるので、そのような場合は指定期間

を10年などと長くするなど、行政ときちんと事前相

談し働きかけていくことも大切です。

自治体は契約というものに対する経験がまだそれ

ほどないためか、協定書の内容が不十分なところも

あるので、パブリックビジネス研究会では協定書の

雛形を作ってホームページ※で公開しています。ま

た、行政は民間よりも決定のスピードが遅かったり、

職員が頻繁に異動するので調整がスムーズにいかな

かったりもします。事業者はその辺も理解しておい

たほうがいいでしょう。

このほか新たな事業者に運営を移す場合、今まで

の事業者の職員が働く場を失うという問題もありま

す。イギリスは転職が割と自由にできる社会であり、

公共部門から民間部門に移転する際には年金などの

雇用制度もそのまま移せる制度を国が用意するなど

スムーズに移行できるようにしています。日本では

そういう制度はまだありませんが、自治体の中には

職員や組合と交渉し、「従来の職員の何人かを、新

事業者が雇う」という条件を掲げて公募するケース

もでてきており、実際にかなりの人数の職員が新事

業者に移っていると聞きます。

いずれにせよ、「官から民へ」の流れは世界的潮

流であり、安倍政権でもこの流れは引き継がれるた

め、指定管理者制度は広がるでしょう。ただ、この

制度の目的は単にコスト削減や民間の経済活性化だ

けではなくて、より良い公共サービスの実現なのだ

ということも忘れてはなりません。行政・民間・利

用者すべてが得をする「トリプルウィン」をぜひ実

現できるように制度を活用していくことが求められ

ます。

※三菱総合研究所　パブリックビジネス研究会ホームページ
http://www.p-business-net.com/

K市における母子生活支援
施設指定管理者について

社会福祉法人光明会は、脳性麻痺の子どものいる

母子家庭との出会いを機に1955年にスタートし、子

育て支援、障害を持つ児童・成人の支援の2分野を

柱として事業展開しています。「施設から地域へ」

の流れのもと、保育部門では地域子育て支援センタ

ー、障害部門では生活支援センターを運営し、さら

にコーディネーターによる地域活動、ホームヘルプサ

ービスなども組み合わせて活動しています。また、

施設サービスにおいても、保育部門では24時間365

日のケア体制、障害部門では身体・知的・精神の3

障害の方の相談を24時間受けられる体制をとってい

ます。

さらに2006年4月からは、地元K市の母子生活支

援施設の指定管理者となり運営しています。K市が

指定管理者を公募したので応募したのですが、利益

が出るからという理由で応募したのではありません。

子育て世帯や障害を持つ人を支援するネットワーク

を地域で築いていくというわれわれの事業目的を考

えると、緊急避難的・駆け込み寺的な機能が必要で

あり、母子生活支援施設があるとサービスネットワ

ークがより充実すると考えたのです。

指定管理者制度適用事務の流れと
候補者の選定

K市の場合、指定管理者制度を導入するための手

続きは2004年10月からスタートし、資料⑤のように

進みました。

まず行財政改革推進室が取扱要領を提示し、公の
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スチャンスが生まれ、行政にとってはコストが削減

でき、住民にとっては良いサービスが提供されると

いう「トリプルウィン」（三者が得をする）の実現

が必要だと、パブリックビジネス研究会は提言して

います。

また、そのためには次のようなことが必要です。

まず、「公募を行うべきかどうかの適切な判断」「公

正な競争原理の確保」「民間の力を最大限活用でき

るためのコスト削減と、サービスの質向上との両立」

などの環境整備。さらに、官民リスクの分担や官民

協働を適切に実現すべく、「協定書の事前提示」「適

切な協定書の締結」「運営時のパートナーシップの

構築」も大切です。

行政は事業者に委託費を支払う立場として、また

税金を払う住民に説明する立場として、サービスが

適切に提供されているかをモニタリングすることも

求められます。しかし、モニタリングのルール化は

まだきちんとされておらず、一般的には事業者側が

セルフモニタリングして行政に報告しています。や

はり利用者に要望や問題点、満足度などをしっかり

聞いて、サービス改善につなげてフィードバックし

ていくことを行政はやってほしいと思います。三菱

総合研究所では、利用者の満足度を集計できるシス

テム（福祉施設向けに特化したものではありません）

を提供しています。

今後の動向と参入のポイント

指定管理者制度は施行後3年以内の実施を国が求

めたため、自治体には十分な準備時間がなく、煩雑

な事務手続きに混乱したり、手続きの方法も自治体

ごとにバラついたりしています。

また、きちんとした理念がないまま導入せざるを

得ないケースも非常に多く、「行政は何を求めてい

るのか」「何を提案すればいいのか」と悩む民間事

業者もたくさんあります。

例えば、私がよく知るスポーツ施設事業者は、自

治体のスポーツ施設の運営に応募したのですが、指

定管理者に任せる目的について行政から説明がなか

ったため、コスト削減や収益増収を求めているのか、

それともフィットネスクラブのようなプログラムに

して利用者増を図りたいのか、あくまでも公共施設

として地域の競技力を高めたいのか、障害者や高齢

者も含め誰もが使いやすい低料金の施設にしたいの

か……等がわからず、何を提案すればいいか困った

と言っていました。ですから、自治体には施設の設

置目的をきちんと明示したうえで公募することが求

められますし、応募する事業者も、後で「こんな内

容だったとは」とならないよう事前にしっかり情報

収集し、むしろ自治体に公募条件を提案していくぐ

らいであってほしいと思います。

また、業務内容は協定で縛られることになるので、

協定を結んでから事業者が「あれもやりたい」と協

定にないことをしようとしてもできません。その逆

に、自治体から協定外のことを追加で要望してきた

り、「議会で予算が取れなかったので、少ない金額

で運営してほしい」と約束と違うことを求めてきた

りするケースも実際にあります。そうしたことのな

社会福祉施設と
指定管理者制度
社会福祉法人光明会　理事長

財前　民男氏

資料⑤

資料⑥
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施設のあり方等の検討（存続するか・統廃合するか

等）や、管理運営体制の検討（直営にするか指定管

理者に委ねるか、あるいか指定管理者にするとして

も公募するのか・指名するのか）をして、方向性を整理

します（資料⑥）。それを議会に諮り、パブリックコ

メント等により市民への周知・意見募集を行います。

K市が母子生活支援施設の指定管理者公募を公告

したのは2005年6月27日。それに対し応募したのは、

わが法人と、従来から施設運営を受託していた事業

団の計2者でした。そして、選定委員会でプレゼン

テーションし、応募動機、私たち法人が受託するこ

とによる効果などを伝えました。例えば、私たち法

人は現在37事業を展開し、全事業所がISOの認証を

受けているなどサービスの標準化・改善の仕組みが

あること。また、地域でのネットワーク活動を推進

しており、母子生活支援施設でもそれを活用できる

こと。法人の専門職等のマンパワーを活用すれば、

少ない受託費用でもサービスの質を担保できること

などです。

その結果、2005年10月28日に私たちが優先交渉権

者として選定されたと発表され、同時に、応募した

2者のプレゼンテーション内容、選定理由、採点表

も公表されました（資料⑦）。

選定委員会による採点はいずれも僅差で、私たち

法人の評価は、「地域と連携し開かれた施設運営を

目指す事業計画であり、この点は高く評価できる」

「入所者を増やすためのPR計画も評価された。しか

し、母子生活支援施設は現に入所していることにつ

いて他人に知られたくない事情を抱えている世帯も

入所しており、この点については開かれた施設運営

が問題となることから十分に対策を講じる必要があ

ると思われる」といったことでした。

一方、従来法人の評価は、「市の基準よりも職員

を1名増員して防犯等のマニュアルも提示され、安

定的な運営が確保できると思われる内容であったが、

サービスの質の向上についての認識が甘いと思われ

た」「経費の縮減については光明会の提案が若干安

かった」でした。

事実、費用については、最初に従来の受託費用が

公表されていたので、それをもとに私たち法人は従

来よりも100万円低い年間運営費用を掲げました。

そのほうがより選定に近づくと考えたからです。

選定委員会は市の責任についても述べており、

「市も万一のことは決して起こらないよう、指定管

理者を指導助言してほしい。抜本的には、上述のよ

うな事情、DV（ドメスティック・バイオレンス）等の

被害者に対しては別の施設で受け入れる等の方策を

講じることにより、母子生活支援施設の本来の機能

である母子世帯の自立支援という役割は十分に発揮

できるよう検討すべき」としています。これは非常

に大事な点ですが、今後の受託の中で本当に反映さ

れるのかが大きな問題になってきます。

なお、審査結果はすべて市のホームページで公表

されるので、選定の経過が分かり非常に良いことだ

と思います。

管理運営上の課題

そもそも母子生活支援施設とは、生活困難な母子

家庭を救済する施設であり、無償の住宅提供が本来

の業務です。それに加え最近は、DVを受けた子ど

もや母親への対応が増えています。従来の「保護」

だけでなく「自立・就労支援」という役割も求めら

れています。現在全国に約300ヵ所ほどあり、うち

200ヵ所が公設公営か社会福祉事業団等、残り100ヵ

所が社会福祉法人です。

しかし、公設公営・社会福祉事業団等の施設の場

合は、旧来の意識のままの運営が続いていて、DV

対応、自立支援などの今日的ニーズに対応できてい

ないため、利用者数が定員を下回る暫定定員となっ

ている施設が半数を占めます。実際、私たちが引き

継いでみたら定員20世帯のところに9世帯しかいな

かったという状況で、それを私たち新たな受託者が

丸々かぶって事業を始めなければいけないというこ

とは大きな問題です。施設の効率化・活性化には私

たちの努力も必要ですが、行政がまず変わらなけれ

ばいけません。

もう一つの問題はハードの老朽化。1972年当時の

建物をそのまま使っており、空いている居室や設備

は放置されたままでした。2006年4月1日に運営を始

めてから半年間の活性化努力の結果、利用者は9世

帯から13世帯約48名まで増えましたが、昔の仕様な

ので居室は非常に狭く、1世帯あたり24㎡しかあり

ません。風呂は2ヵ所あるのですが、1ヵ所は使えな

いままになっており、残りの風呂も小さいので、48

人が入浴するには毎晩12時過ぎまでかかります。こ

のような状態で行政は施設を運営してくれというの

です。

それを私たち法人が改善しようとするのは難しい

ことです。パソコンやテレビなどの電気製品は、3年

間の委託期間が過ぎて指定管理者が変わったとして

も持ち帰れるので持ち込み可能ですが、風呂など設

備の改造・修繕となるとそうもいきません。5万円

以内の修繕はしてもいいが、それ以上かかる場合は

すべて行政に協議を上げるようにと言われます。協

議を上げても返事は「残念ながら予算がありません」

と、これの繰り返しです。私たちは母子生活支援施

設の役割を関係機関にPRし、利用者を増やそうと

していますが、30数年前に建てた古くて狭くて暗い

施設では、いくら無償とはいえ利用者も遠のきます。

また暫定定員であることも、施設を活性化してい

く際の壁となっています。暫定定員は国への協議事

項になっていますが、利用者がどんどん増えていく

中でそれをいちいち国に協議する作業というのは煩

雑です。利用者は増えてもその年度の職員配置は現

員体制でいかなければいけないということにもなる

ので、即応性がとりにくいのです。

定員20世帯を満たしたうえでDV対応や自立支援

などさまざまな対応を行っていくには5,500万～6,000

万円の収入が必要ですが、行政からの委託費は2,400

万円です。職員配置の基準は施設長1人と常勤職員4

人ですが、この費用では施設長しか正職員にできま

せん。しかも、24時間対応が必要ですが、今の状態

では社会のセーフティーネットとしての本来機能を

発揮するには困難だといわざるを得ません。委託期

間は3年間と限られていますが、このような状況で

何がやれるのか、改善に向けて中長期的な視点での

取り組みができるのかも大きな課題となります。

ところで、私たちが受託するに当たっては、従来

法人で働いてきた職員をどうするかも大きな問題に

なりました。行政から公募があった際、従来法人の

職員が希望すれば採用してほしいというのも条件の

一つでした。幸い、従来法人の皆さんは、身分が不

安定な嘱託という雇用形態でしたが非常に意識の高

い方々で、全員職場に残りたいということでした。

ただ、施設長はもといた事業団に帰りました。後任

に、私たち法人の子育て支援センター所長を母子生

活支援施設の施設長とし、あとの皆さんはそのまま

継続採用して新体制を発足させたのです。しかしこ

の際、私たちと従来法人とでは賞与や休暇などの処

遇や人事制度が全然違っていたので、この3年の指

定管理期間は特別に従来の雇用契約を運用して、今

まで通りの勤務形態で採用することとなりました。

制度を実施する上で必要なこと

今回の母子生活支援施設の委託で思ったことは、

行政はまず自分たちの運営の仕方を見直して今日的

ニーズに対応した上で、指定管理者を公募していく

べきだということです。それなしに民間活力を活用

して任せればいいという考えでは済まされないと思

います。

そして、やはり地域住民の利益を第一に考え、そ

のためにどのようなサービスを提供していきたいか

を明確にした上で、“今の受託者では限界があるの

で指定管理者制度を導入したい”という方向に持っ

ていくべきです。公募する際はその考え方をきちん

と事業者に説明すると同時に、私たち事業者もしっ

かり情報収集しなければなりません。また、利用者

や地域住民に対しても、指定管理者に移す理由や、

移したらどう変わるかということ、サービスの継続

性や安定性はどう担保されるかをきちんと説明し、

今後に不安を与えないようにする責任が行政にはあ

ります。

単に効率を良くするためだけの指定管理者制度で

はなく、サービスの質を上げ、今日的な課題に対応

できる施設に転換していくための指定管理者制度で

あってほしいし、私たちもその方向に全力で推し進

めていかなければならないと思っています。

資料⑦




